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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　パーマネントウェーブ用第１剤とパーマネントウェーブ用第２剤とからなるパーマネン
トウェーブ用剤において、前記パーマネントウェーブ用第２剤は、酸化剤である臭素酸塩
とユビキノンとを含有し、ユビキノンは０．０００５～０．０３質量％含まれることを特
徴とする、パーマネントウェーブ用第２剤。
【請求項２】
　請求項１記載のパーマネントウェーブ用第２剤において、酸化剤とユビキノンとは、１
：０．０００１～０．０３の質量比で含まれることを特徴とする、パーマネントウェーブ
用第２剤。
【請求項３】
　少なくとも還元剤とアルカリ剤とを含有するパーマネントウェーブ用第１剤と、請求項
１又は２記載のパーマネントウェーブ用第２剤とからなることを特徴とする、パーマネン
トウェーブ用剤。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、パーマネントウェーブ用第２剤及びパーマネント用ウェーブ用剤に関し、特
に毛髪への損傷を少なくするとともにウェーブ形成力に優れた、パーマネントウェーブ用
第２剤及び当該第２剤を用いるパーマネント用剤に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　毛髪にウェーブ形状を付与するのに用いられるパーマネントウェーブ用剤としては、従
来より、還元剤が配合されている第１剤と、酸化剤が配合されている第２剤とで構成され
ているパーマネントウェーブ用剤が広く使用されている。
　特に第２剤は、第１剤によって開裂した、毛髪に内在するジスルフィド結合を、酸化剤
により再形成することによって、所望の形状に固定するものである。
【０００３】
　これらのパーマネントウェーブ用剤を用いたパーマネントウェーブ施術処理は、毛髪が
酸化剤や還元剤にさらされるため毛髪にとっては過酷な条件下での化学処理である。
　したがって、毛髪にかなりの損傷を与えてしまっている。
　その結果、毛髪の保湿性、柔軟性、表面の平滑性等が失われ、毛髪のハリ、コシ感の低
下、パサつき、枝毛、切れ毛を発生させて、手触り感が損なわれる等の感触の低下を招い
ている。
【０００４】
　パーマネントウェーブ用第２剤としては、ウェーブ形成力を上げるために、例えば、特
開２０１３－１４５２３号公報（特許文献１）に、臭素酸塩（Ｉ）が配合された酸化剤組
成物（Ｉ）と、当該酸化剤組成物（Ｉ）が塗布された後の毛髪に塗布される臭素酸塩（II
）が配合された酸化剤組成物（II）とを備えるパーマネントウェーブ用第２剤であって、
前記酸化剤組成物（II）における臭素酸塩（II）の配合濃度が前記酸化剤組成物（Ｉ）に
おける臭素酸塩（Ｉ）の配合濃度よりも低いことを特徴とするパーマネントウェーブ用第
２剤が開示されている。
【０００５】
　また、特開２００７－５７３３５号公報（特許文献２）には、パーマネントウェーブ処
理に用いる第２剤であって、カルボキシメチルデキストランナトリウムを含有するもので
あることを特徴とするパーマネントウェーブ第２剤が開示されている。
　更に、特許第３７３０９２５号公報（特許文献３）には、酸化剤と、カルボキシメチル
セルロースと、ポリアクリル酸又はその塩とを含有し、カルボキシメチルセルロース（１
）とポリアクリル酸又はその塩（２）の重量比が、（１）／（２）＝２０／８０～７５／
２５であるパーマネントウェーブ用第２剤が、また特許第４６１２２５０号公報（特許文
献４）には、パーマネントウェーブ用剤の第２剤組成物であって、少なくとも酸化剤であ
る過酸化水素と、酸性アミノ酸及び塩基性アミノ酸とを含有し、前記酸性アミノ酸及び塩
基性アミノ酸のみによって緩衝系が構成されると共に、０．０２５グラム当量／Ｌ以上の
緩衝能を備えることを特徴とするパーマネントウェーブ用第２剤組成物が開示されている
。
【０００６】
　しかし、これらの従来のパーマネントウェーブ用第２剤は、酸化剤の配合量を増加させ
ずにウェーブ形成力を向上させるものではなく、毛髪に損傷を与えずに、毛髪に対するウ
ェーブ形状の形成力が増大するパーマネントウェーブ用剤が期待されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２０１３－１４５２３号公報
【特許文献２】特開２００７－５７３３５号公報
【特許文献３】特許第３７３０９２５号公報
【特許文献４】特許第４６１２２５０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明の目的は、上記課題を解決し、含有される酸化剤の配合量を増加させることなく
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、毛髪に対するウェーブ形状の形成力が増大する、パーマネントウェーブ用第２剤及び該
第２剤を用いたパーマネントウェーブ用剤を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は、酸化剤の含有量を増加させることなく、ウェーブ形成力を増大させる第２剤
に、特定の原料を特定の配合割合で含有させることにより、上記課題を達成できることを
見出したものである。
【００１０】
　請求項１に係る発明は、パーマネントウェーブ用第１剤とパーマネントウェーブ用第２
剤とからなるパーマネントウェーブ用剤において、前記パーマネントウェーブ用第２剤は
、酸化剤である臭素酸塩とユビキノンとを含有し、ユビキノンは０．０００５～０．０３
質量％含まれることを特徴とする、パーマネントウェーブ用第２剤である。
　請求項２に係る発明は、請求項１に記載のパーマネントウェーブ用第２剤において、酸
化剤とユビキノンとが、１：０．０００１～０．０３の質量比で含まれることを特徴とす
る。
【００１１】
　請求項３に係る発明は、少なくとも還元剤とアルカリ剤とを含有するパーマネントウェ
ーブ用第１剤と、請求項１又は２記載のパーマネントウェーブ用第２剤とからなることを
特徴とする、パーマネントウェーブ用剤である。
【００１２】
　ここで、パーマネントウェーブとは、直毛にウェーブやカールを形成するウェーブ、及
びくせ毛、縮毛やウェーブをまっすぐに伸ばす縮毛矯正の双方を意味するものである。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明のパーマネントウェーブ用第２剤は、含有する酸化剤の配合量を増加させること
なく、毛髪へのウェーブ形成力を増大させることができ、したがって、毛髪が酸化剤によ
り損傷する度合いが減少することとなる。
　また、本発明のパーマネントウェーブ用第２剤は、任意の第１剤、例えば市場で入手し
得る任意の第１剤と組み合わせてパーマネントウェーブ用剤として用いることができ、毛
髪にウェーブをしっかりかけることが可能となり、パーマネントウェーブ施術後の毛髪の
損傷する度合いを減少させて、施術後の毛髪感触が、従来の施術より良好とすることがで
きる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】ウェーブ効率を試験する概要を示す写真図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　本発明を以下の好適な実施形態例により説明するが、これらに限定されるものではない
。
　本発明のパーマネントウェーブ用第２剤は、酸化剤とユビキノンとを含有し、ユビキノ
ンは０．０００５～０．０３質量％含まれる、パーマネントウェーブ用第２剤である。
【００１６】
　本発明のパーマネントウェーブ用第２剤に用いられる酸化剤は、特に限定されず、例え
ば市場で入手できる任意の酸化剤を用いることができ、臭素酸カリウム、臭素酸ナトリウ
ム等の臭素酸アルカリ金属塩等の臭素酸化合物や過酸化水素水等を例示することができ、
単独もしくは２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００１７】
　第２剤に含まれる酸化剤、例えば臭素酸塩の配合割合は、特に限定されないが、一般的
に例えば３．０～１５質量％である。
　第２剤のｐＨは、酸化に適当な例えば１．５～８．０が望ましく、かかるｐＨの調整は
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、リン酸、塩酸、クエン酸、コハク酸、酒石酸、乳酸、水酸化ナトリウム、水酸化カリウ
ム、アンモニア水などの、通常のｐＨ調整に用いられる公知のものを適宜用いることがで
きる。
【００１８】
　本発明の第２剤には、上記酸化剤に加えて、ユビキノンが含まれる。
　第２剤にユビキノンを含有させることで、酸化剤の配合量を増加することなく、ウェー
ブ形成力を高めることが可能となる。
　該ユビキノンは、第２剤に含まれる酸化剤１質量部に対して、好ましくは質量比で１：
０．０００１～０．０３の質量比、より好ましくは１：０．０００７～０．００７で含ま
れる
　０．０００１未満であると、十分なウェーブ形成力が得られない場合があり、また０．
０３を超えてもウェーブ形成力の効果の増大が期待できないからである。
【００１９】
　また、かかるユビキノンの配合量は、パーマネントウェーブ用第２剤中、０．０００５
～０．０３質量％、好ましくは０．０１～０．０３質量％である。
　０．０００５質量％未満であると、酸化剤の配合量を増加させずにウェーブ形成力を増
大させることが困難となり、０．０３質量％を超えても、増大させた配合量に見合ったそ
れ以上の効果が得られないからである。
【００２０】
　更に、第２剤には、クエン酸、クエン酸ナトリウム、リン酸、リン酸ナトリウム等のｐ
Ｈ調整剤、高分子化合物、高級アルコール、多価アルコール、界面活性剤、ビタミン、シ
リコーン、油成分（動物性油脂、エステル類、シリコーン油等）、紫外線吸収剤、防腐剤
、湿潤剤、養毛剤、着色剤、香料等の公知の各種配合成分を任意に適宜配合することがで
きる。
【００２１】
　例えば、上記の高分子化合物の種類は限定されず、例えば、キサンタンガム、セルロー
ス、グアーガム、アラビアガム等の天然水溶性高分子、メチルセルロース、ヒドロキシエ
チルセルロース等の天然高分子誘導体、ポリアクリル酸エチル、ポリアクリルアミド、ア
クリル酸ヒドロキシプロピル・メタクリル酸ブチルアミノエチル・アクリル酸オクチルア
ミド共重合体等を含む合成高分子を例示することができる。
【００２２】
　また、上記の高級アルコールの種類は限定されず、例えば、ラウリルアルコール、ミリ
スチルアルコール、セチルアルコール、ステアリルアルコール、セトステアリルアルコー
ル、ベヘニルアルコール、イソステアリルアルコール、オレイルアルコール、２－ヘキシ
ルデカノール、２－オクチルドデカノール等を例示することができる。
【００２３】
　上記の多価アルコールの種類は限定されず、例えば、グリセリン、ポリグリセリン、ポ
リエチレングリコール、1,3-ブチレングリコール、1,2-ペンタンジオール、1,2-オクタン
ジオール等が例示することができる。
【００２４】
　更に、上記の界面活性剤としては、例えば、第４級アンモニウム塩等のカチオン性界面
活性剤、硫酸エステル塩、リン酸エステル塩、スルホン酸塩、カルボン酸塩等のアニオン
性界面活性剤、ポリオキシエチレン（ＰＯＥ）アルキルエーテル、ＰＯＥアルキルアリル
エーテル、ＰＯＥ脂肪酸エステル、ＰＯＥソルビタン脂肪酸エステル、ＰＯＥソルビトー
ルテトラ脂肪酸エステル、ＰＯＥヒマシ油又は硬化ヒマシ油、高級脂肪酸グリセリンエス
テル、ソルビタン脂肪酸エステル、ＰＯＥラノリン等の非イオン界面活性剤、グリシン型
両性界面活性剤、アミノプロピオン酸型両性界面活性剤、アミノ酢酸型両性界面活性剤、
スルホベタイン型両性界面活性剤等の両性界面活性剤を例示することができる。
【００２５】
　本発明のパーマネントウェーブ用第２剤は、上記各原料を配合して、均一化することに



(5) JP 6025103 B2 2016.11.16

10

20

30

40

50

より調製することができる。
【００２６】
　上記本発明のパーマネントウェーブ用第２剤は、少なくとも還元剤を配合する第１剤組
成物と組み合わせて二浴式パーマネントウェーブ用剤を構成する。
　このように、本発明のパーマネントウェーブ用第２剤は、本発明の効果を損なわない限
り、任意の第１剤、例えば市場で入手し得る任意の第１剤と組みわせて、二浴式パーマネ
ントウェーブ用剤として使用されるものである。
【００２７】
　第１剤は少なくとも還元剤と還元力を高めるためのアルカリ剤とを含有するものであり
、その組成は特に限定されない。
　第１剤に配合される還元剤の種類は、特に限定されず、例えば、チオグリコール酸、チ
オグリコール酸塩（チオグリコール酸アンモニウム、チオグリコール酸モノエタノールア
ミン）、Ｌ－システイン、塩酸Ｌ－システイン、ＤＬ－システイン、塩酸ＤＬ－システイ
ン、及びＮ－アセチル－Ｌ－システイン、システアミン、チオグリセロール、チオ乳酸及
びチオリンゴ酸から選ばれた一種又は二種以上を例示することができる。
【００２８】
　また、第１剤に配合されるアルカリ剤は、例えば、アンモニア、アミノアルコール（モ
ノエタノールアミン、トリエタノールアミン、イソプロパノールアミン、２－アミノ－２
－メチル－１－プロパノール、２－アミノ－２－メチル－１，３－プロパンジオールなど
）、塩基性アミノ酸（アルギニンなど）、モルホリン、炭酸塩（炭酸アンモニウム、炭酸
水素アンモニウム、炭酸ナトリウム、炭酸水素ナトリウムなど）、リン酸塩（リン酸一水
素アンモニウム、リン酸一水素ナトリウムなど）及び苛性アルカリ（水酸化カリウム、水
酸化ナトリウム）から選ばれた一種又は二種以上が例示できる。
【００２９】
　上記第１剤のｐＨは、例えば９．５以下のアルカリ性であり、８．０～９．２程度がよ
く、これらｐＨ範囲の調整は、上記アルカリ剤の配合により行われると良い。
【００３０】
　また、第１剤は、還元剤のほかに、界面活性剤、高分子化合物、高級アルコール、多価
アルコール、ビタミン、油成分、湿潤剤、養毛剤、着色剤、金属封鎖剤、アミノ酸、増粘
剤等を任意に配合することができる。
【００３１】
　第１剤と第２剤とは、通常は別個の容器に封入され、かつセット物として販売及び流通
に供される。但し、両者が別個に販売及び流通に供される場合でも、結果的に二浴式パー
マネントウェーブ用剤としてセットで使用される限りにおいて、本発明のパーマネントウ
ェーブ用剤を構成するものである。
【００３２】
　また、本発明のパーマネントウェーブ用剤によるウェーブ処理は、染毛処理やブリーチ
処理が施された毛髪に対して行ってもよい。
【実施例】
【００３３】
　本発明を次の実施例及び試験例により説明するが、これらに限定されるものではない。
（実施例１～５・比較例１～３）
　流動パラフィン、ポリオキシエチレンオレイルエーテル、モノオレイン酸ソルビタンに
、精製水を加え、乳化物（Ａ）を調製した。別途、ユビキノン、スクワラン、ポリオキシ
エチレンオレイルエーテルリン酸、パラオキシ安息香酸メチルに、精製水とグリセリンの
混合物を加え、可溶化液（Ｂ）を調製した。なお、スクワランはユビキノンの溶解のため
に用いた。
　精製水に、キレート剤であるエチレンジアミン四酢酸二水素二ナトリウム（ＥＤＴＡ－
２Ｎａ）、酸化剤である臭素酸ナトリウム、ｐＨ調整剤であるリン酸ナトリウム及びリン
酸２ナトリウムを加えて混合し、これに乳化物（Ａ）及び可溶化物（Ｂ）を添加して、表
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【００３４】
試験例　ウェーブ効率試験
　上記実施例１～５及び比較例１～３で得られた各パーマネントウェーブ用第２剤を用い
、下記表１で示す組成のパーマネントウェーブ用第１剤と組み合わせて、ウェーブ効率試
験を実施した。
・パーマネントウェーブ用第１剤の調製
　表１に示す各配合割合で、流動パラフィン、ポリオキシエチレンオレイルエーテル、塩
化セチルトリメチルアンモニウム、塩化ステアリルトリメチルアンモニウムに精製水を加
えて乳化物（Ｃ）を調製した。次いで、精製水に、還元剤であるシステアミン塩酸塩、キ
レート剤であるジエチレントリアミペンタアセテート酸五ナトリウム（ＤＴＰＡ－５Ｎａ
）、アルカリ剤であるアンモニア水を加えて混合し、これに乳化物（Ｃ）を添加して、表
１に示す、パーマネントウェーブ用第１剤ａを調製した。
【００３５】

【表１】

【００３６】
　ウェーブ効率試験は、キルビー法により評価した。
　具体的には、試験毛束（長さ約１０ｃｍ）をキルビーの器具に固定し、先ず上記表１の
組成を有する各第１剤を該試験毛束に浸漬処理（３０℃、１０分間）し、流水にて１分間
洗浄した。
　次いで、各第２剤を該試験毛束に浸漬処理（３０℃、１０分間）し、流水にて１分間洗
浄した。
　その後、キルビーの器具から処理毛束を外し、水上に１０分間浮かべ、得られたウェー
ブ５つの山と山との間の採寸を行った。
【００３７】
　このようにして得られた採寸測定値より、下記ウェーブ効率計算式を用いて各ウェーブ
効率（％）を算出した。
　その結果を下記表２示す。
【００３８】
ウェーブ効率（％）＝１００－［１００×（Ｂ－Ａ）］÷（Ｃ－Ａ）
Ａ：キルビー器具の１番目と６番目の棒の間隔（棒の中心点を実測）（ｍｍ）。
Ｂ：カールした毛髪の６山の間の長さ（ｍｍ）。
Ｃ：カールした毛髪を直線に伸ばした時の６山分の長さ（ｍｍ）。
　なお、Ａ、Ｂ、Ｃについて、図１にその概要を示す。
【００３９】
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【表２】

【００４０】
　上記表２より、本発明のパーマネントウェーブ用第２剤を用いると、第２剤中に含まれ
る酸化剤の配合量が少なくてもウェーブ効率が優れることがわかる。
　一方、ユビキノンを含まない比較例１の第２剤を用いた場合には、酸化剤が同量配合さ
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れている実施例と比較してウェーブ効率が劣ることがわかる。
　また、ユビキノンを含まない比較例３の第２剤を用いた場合には、ウェーブ効率を実施
例とほぼ同等をするために、酸化剤である臭素酸ナトリウムを多く使用する必要があるこ
とがわかる。
　ユビキノンを配合していても、所定の配合を含まない比較例２においては、実施例と比
較して、ウェーブ効率が劣ることがわかる。
【産業上の利用可能性】
【００４１】
　本発明のパーマネントウェーブ用第２剤は、任意の市場で入手し得る任意の第１剤と組
み合わせて、直毛にウェーブやカールを形成するウェーブ剤及びくせ毛、縮毛やウェーブ
をまっすぐに伸ばす縮毛矯正剤として利用することが可能である。

【図１】
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